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  （百万円未満切捨て）
１．平成26年12月期の連結業績（平成26年１月１日～平成26年12月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
26年12月期 16,030 － 443 － 437 － 180 － 
25年12月期 － － － － － － － － 

 
（注）包括利益 26年12月期 182 百万円 （－％）   25年12月期 － 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
26年12月期 12.16 11.81 8.9 6.4 2.8 

25年12月期 － － － － － 
 
（参考）持分法投資損益 26年12月期 － 百万円   25年12月期 － 百万円 
（注）当社は平成26年12月期より連結財務諸表を作成しているため、平成25年12月期の数値及び対前年同期増減率につい

ては記載しておりません。また、自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率は前期末の個別財務諸表及び当期末
の連結財務諸表の自己資本及び総資産を用いて算定しております。 

 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
26年12月期 6,936 2,110 30.3 141.15 

25年12月期 － － － － 
 
（参考）自己資本 26年12月期 2,105 百万円   25年12月期 － 百万円 
（注）当社は平成26年12月期より連結財務諸表を作成しているため、平成25年12月期の数値については記載しておりませ

ん。 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

26年12月期 1,028 △434 △403 702 

25年12月期 － － － － 

（注）当社は平成26年12月期より連結財務諸表を作成しているため、平成25年12月期の数値については記載しておりませ
ん。 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
25年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 0 － － 
26年12月期 － 0.00 － 2.50 2.50 37 20.7 1.8 

27年12月期（予想） － 0.00 － 3.50 3.50   －   
（注）１．当社は平成26年12月期より連結財務諸表を作成しているため、純資産配当率は前期末の個別財務諸表及び当期

末の連結財務諸表の純資産額を用いて算定しております。 
   ２．27年12月期（予想）の配当性向は、16.8％～24.9％としております。 
 



 
３．平成27年12月期の連結業績予想（平成27年１月１日～平成27年12月31日） 
  （％表示は対前期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 16,500 2.9 550 24.0 510 16.7 210 16.3 14.08 

  ～17,600 ～9.8 ～700 ～57.8 ～660 ～51.0 ～310 ～71.7 ～20.79 

（注）平成27年12月期の業績予想については、レンジ形式により開示しております。詳細は、添付資料Ｐ．３「１．経営
成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析（今後の見通し）」をご覧ください。 

 
※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：無 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 
 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年12月期 16,547,000 株 25年12月期 16,547,000 株 

②  期末自己株式数 26年12月期 1,633,702 株 25年12月期 1,719,855 株 

③  期中平均株式数 26年12月期 14,841,459 株 25年12月期 14,781,179 株 

（注）平成25年７月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。期中平均株式数は、
当該分割が平成25年12月期の期首に行われたと仮定し算定しております。 

 
（参考）個別業績の概要 
１．平成26年12月期の個別業績（平成26年１月１日～平成26年12月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
26年12月期 15,863 13.0 429 46.8 428 47.6 180 249.4 
25年12月期 14,039 9.1 292 － 289 － 51 － 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
26年12月期 12.17 11.81 
25年12月期 3.50 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 
26年12月期 6,856 2,165 31.5 144.86 
25年12月期 6,706 1,965 29.2 132.17 

 
（参考）自己資本 26年12月期 2,160 百万円   25年12月期 1,959 百万円 
 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく監査手続は終了しておりません。 

 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前
提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績・財政状態
に関する分析（１）経営成績に関する分析（今後の見通し）」をご覧ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(１)経営成績に関する分析

 

（当連結会計年度の連結経営成績）

当連結会計年度（平成26年１月１日～平成26年12月31日）における経営環境は、企業収益の改善傾向や、雇用・所

得環境の改善等により、緩やかな回復基調で推移しましたが、消費税増税や急激に進んだ円安による原材料価格の上

昇に伴う物価上昇に対する懸念等により個人消費の停滞感は引き続き感じられております。 

ゴルフ業界においては、ゴルフ用品販売の分野で消費税増税後の需要低迷は長く続き、回復の遅れが見られたこと

や、２月～３月における記録的な大雪、８月～10月の大雨、台風等によりゴルフ場の多くが営業停止やゴルフプレー

客の減少を余儀なくされました。また、ゴルフ場プレー料金の価格競争が激化する等、業界を取り巻く環境は全体と

して厳しい状況にありました。 

インターネットを取り巻く環境は、モバイルデバイスの普及がさらに進んでおり、消費活動における重要性はさら

に拡大しております。それらモバイルデバイスによる利用も含めたＥコマース市場は消費税増税の影響を免れず、ま

たインターネット広告市場をはじめとしたインターネット関連サービス市場の競争は激化しております。 

このような環境下、当社グループでは、当連結会計年度の基本方針である「より高い成長軌道へ」を実現すべく、

利用が拡大するモバイルデバイスへの対応強化を図るとともに、ゴルフ専業ならではの視点でユーザーの利便性を高

めるためのサービス強化等に取り組んでまいりました。また、コスト最適化は継続しつつ、お客様との接触機会の向

上や関係強化、エリアマーケティングの強化等にも積極的に取り組んでまいりました。 

これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高16,030百万円、売上総利益6,502百万円といずれも過去最高とな

りました。また、営業利益以下の段階利益が、営業利益443百万円、経常利益437百万円、当期純利益180百万円とな

りました。 

なお、当社は当連結会計年度の第２四半期連結会計期間より、当社子会社の株式会社インサイトを連結子会社化

し、連結財務諸表を作成しております。また、第３四半期連結会計期間より、平成26年９月１日付にて新設分割によ

り設立した当社子会社の株式会社ＧＤＯゴルフテックを連結子会社化しております。そのため、当社グループ全体の

業績に関しては前年同期との比較分析は行っておりません。一方、株式会社インサイトは、その他のセグメントに含

めており、株式会社ＧＤＯゴルフテックは、分割前と変わらず下記主要セグメントの「リテールビジネス」に含めて

いるため、下記主要セグメント別の業績に関しては、前年同期との比較を行っております。 

 

主要セグメント別の業績は次のとおりであります。 

 

『リテールビジネス』 

当連結会計年度における当ビジネス部門の業績は、売上高11,035百万円（前年同期比14.0％増）と初めて100億円

を突破し、売上総利益は2,354百万円（前年同期比12.8％増）と売上高及び売上総利益ともに二桁成長を達成いたし

ました。 

消費税増税前後における顧客ニーズの分析と時機に応じた的確な販売促進施策を実施したことや、利用が拡大する

モバイルデバイスへの対応、各販売チャネルに適した販売手法を強化したこと等により、ゴルフ用品市場全体の需要

回復が遅れる中、前年の売上を大幅に上回りました。また、継続的に取り組んでいる仕入・販売管理手法の改善と最

適化が奏功し、収益性を維持し売上総利益も前年を大きく上回りました。 

 

『ゴルフ場ビジネス』 

当連結会計年度における当ビジネス部門の業績は、売上高4,107百万円（前年同期比19.7％増）、売上総利益3,490

百万円（前年同期比10.8％増）となりました。 

２月～３月における大雪の影響を補う各種キャンペーン、販売促進施策等が奏功し、５月にはゴルフ場への月間送

客人数が過去最高値を更新しました。また、６月以降も、梅雨の長期化や台風、大雨等悪天候の中でも送客人数は順

調に前年同月を上回って推移したことに加え、前年４月より開始した事前決済型予約サービスは、ゴルファーのみな

らずゴルフ場からも好評で取引コース数が増加する等好調に推移しました。この結果、前年を大幅に上回る増収増益

となりました。 
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『メディアビジネス』 

当連結会計年度における当ビジネス部門の業績は、売上高796百万円（前年同期比14.1％減）、売上総利益614百万

円（前年同期比15.2％減）となりました。 

広告クライアントにおける広告効果を最大化するためのコンテンツ企画制作に対応し、ゴルフ関連以外の広告受注

は前年を上回ったものの、ゴルフ関連の広告受注の減少や、フィーチャーフォン有料会員サービスの減収を補うには

至りませんでした。一方で普及の進むスマートフォン向けアプリ内における広告枠の受注が進む等、多様化するクラ

イアントニーズに対応し、当社の保有するコンテンツを活かした広告メニューの拡充・販売も一定の効果を見せつつ

あります。 

 

（今後の見通し） 

今後の日本経済は、消費税率の10％への引上げの延期決定や雇用・所得環境の改善等が下支えとなり、継続して緩

やかな回復基調で推移していくとの見通しを持っております。一方で、新興国、資源国経済の動向、欧州における債

務問題の展開や低インフレ長期化、米国経済の回復ペース等のリスク要因が考えられ、先行き不透明な状況が継続す

るものと予想されます。 

ゴルフ業界におきましては、平成28年リオデジャネイロオリンピックより、ゴルフが正式種目化されることや、平

成32年オリンピックの東京開催決定等によるゴルフ業界全体の活性化が期待されております。一方で、趣味の多様

化、ゴルファーの高齢化によるゴルフ人口の減少傾向、ゴルフプレー料金の下落、ゴルフ用品販売における価格競争

の長期化等、ゴルフ関連サービス全般は引き続き厳しい環境下におかれるものと認識しております。 

インターネットを取り巻く環境は、引き続きモバイルデバイスの浸透が進む中で、デバイスの多様化、連携機器の

増加・多様化がさらに進むことが予想されます。このようなデバイスの多様化に伴い、いつでもどこでも買い物がで

きる環境となり、Ｅコマース市場の拡大をさらに進めていくことが考えられます。また、これらモバイルデバイスの

浸透及び多様化は、広告・宣伝の分野にも多大な影響を及ぼしております。今後はマーケティング技術の高度化・多

様化を推し進め、引き続き環境変化への迅速な対応が求められる厳しい競争環境になることが予測されます。 

このような環境下、当社グループは、平成25年５月10日に発表しました中期経営計画（平成25年12月期から平成27

年12月期までの３カ年）の基本方針である「ゴルフ専業の徹底」、「経営資源の選択と集中」、「財務基盤の確立」

に則り、その最終年に当たる次期連結会計年度も、引き続きゴルフ専門サービス企業としての圧倒的な情報量とゴル

フに特化したサービス力強化を推進してまいります。特に成長著しいモバイルチャネル向けサービスは引き続き最重

要テーマとして捉えつつ、マーケティング分野におけるデジタルとリアルの融合を強化し、高い集客力と効果的な顧

客化を実践するために積極的な取組みを行ってまいります。 

こうした技術革新やサービスの多様化、競争環境の変化に加え、当社グループの業績は天候にも左右される可能性

があること等を考慮すると、業績の成長率や変動率について一定の条件を設けることが困難であるため、次期の業績

予想につきましては、前年と同様に通期のみのレンジ形式にて開示いたします。次期連結会計年度（平成27年１月１

日～平成27年12月31日）における通期連結業績予想は、売上高16,500百万円～17,600百万円、営業利益550百万円～

700百万円、経常利益510百万円～660百万円、当期純利益210百万円～310百万円を見込んでおります。 

 

『リテールビジネス』 

お客様満足度のさらなる向上を目指し、品揃えの充実とその販売手法の多様化に努めるとともに、集客強化によっ

てゴルフ用品小売市場におけるシェアの拡大を進めてまいります。また、インターネットを利用したデジタルマーケ

ティングとリアルマーケティングの融合により集客力の強化を進め、各販売チャネルに適した施策を展開してまいり

ます。引き続きゴルフメーカー等との関係を大切にし、商品調達力を維持・拡大するとともに、販売力の強化、コス

ト効率化による更なる売上の拡大と収益性の改善に努めます。 

 

『ゴルフ場ビジネス』 

ゴルフ場予約サービスは、顧客ニーズに合致した予約可能枠の拡充に向けた取組みを一層強化するとともに、引き

続きスマートフォン及びソーシャルサービスへの適応とこれらサービスの改良を迅速化し、地域やお客様の趣向・特

性等に応じた多様かつ積極的なマーケティング活動の展開を図ることにより、ゴルフ場への送客人数の拡大を進めて

まいります。また、ゴルフ場の収益最大化のためのソリューション提供に注力すること等で、売上及び利益の成長を

加速してまいります。 
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『メディアビジネス』 

当社独自の魅力あるコンテンツの制作や国内・海外の企業・団体等との連携を一層強固なものにし、ゴルフ専門の

ネットメディアとしての媒体力をさらに高めていくことで、当社の運営するゴルフ総合サービスサイト（ＧＤＯサイ

ト）への来訪者の拡大に努め、全社ビジネス・サービスとの横断的連携の強化を行ってまいります。また、多様化す

るモバイルデバイス、ソーシャルサービスを含めたインターネット広告事業の拡大に注力し、売上及び利益の成長を

図ってまいります。 

 

(２)財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況

 当連結会計年度末の総資産は6,936百万円となりました。

流動資産は5,057百万円となりました。主な内訳は現金及び預金702百万円、売掛金1,910百万円、商品1,885百万円等

であります。

 固定資産は1,878百万円となりました。その内訳は有形固定資産285百万円、無形固定資産1,269百万円、投資その

他の資産324百万円であります。

 当連結会計年度末の負債合計は4,825百万円となりました。主な内訳は流動負債における買掛金1,275百万円、短期

借入金2,000百万円等であります。

 当連結会計年度末の純資産合計は2,110百万円となりました。主な内訳は資本金833百万円、資本剰余金800百万

円、利益剰余金691百万円、自己株式△222百万円等であります。

 

 ※当社は、平成26年12月期より連結財務諸表を作成しているため、平成25年12月期との比較分析は行っておりませ

ん。

 

② 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は702百万円となりました。当連結会計年

度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、1,028百万円の資金増加となりました。 

これは税引前当期純利益421百万円、減価償却費617百万円等の非資金項目の増加、その他負債の増加351百万円等に

よる資金の増加が、売上債権の増加295百万円、たな卸資産の増加171百万円等による資金の減少を上回ったことが主

な要因です。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、434百万円の資金減少となりました。 

 これはソフトウエア等の無形固定資産の取得による支出298百万円、建物附属設備等の有形固定資産の取得による

支出99百万円による資金の減少等が主な要因です。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、403百万円の資金減少となりました。 

 これは長期借入金の返済による支出434百万円、リース債務の返済による支出36百万円による資金の減少等が、短

期借入金の純増加額50百万円等による資金の増加を上回ったことが主な要因です。 

 

 ※当社は、平成26年12月期より連結財務諸表を作成しているため、平成25年12月期との比較分析は行っておりませ

ん。
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 なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。 

  平成22年12月期 平成23年12月期 平成24年12月期 平成25年12月期 平成26年12月期

自己資本比率（％） 42.2 26.1 26.7 29.2 30.3

時価ベースの自己資本比率

（％）
46.0 19.4 17.1 45.5 81.9

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（％）
－ － 1,342.1 594.8 227.0

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ － 9.5 20.5 71.6

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

（注４）営業キャッシュ・フローがマイナスになった期は「キャッシュ・フロー対有利子負債比率」、「インタレスト・カバレッジ・レシ 

オ」を記載しておりません。 

（注５）平成25年12月期は連結財務諸表を作成していないため、単体財務諸表における指標を記載しております。 

 

(３)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループの利益配分に関する基本方針は、業績の状況及び内部留保のバランスに配慮しながら、株主の皆様へ

の利益還元を積極的に実施することとしております。

当社は、平成32年に「世界No.１のゴルフ総合サービス企業」の実現を目指し、企業成長に欠かせない３つの基盤

（ＩＴ基盤、マネジメント基盤、人・組織的基盤）の拡充や、積極的な事業開発及びサービス開発等、将来の成長に

向けた取り組みに経営資源を集中させることが必要であると考えております。このため、投資効率の最大化、利益成

長の徹底追求によるキャッシュ・フローの改善、内部留保の充実に取り組んでまいりました。

これらの取り組みの結果、当連結会計年度におきましては、４期ぶりの復配となる１株当たり２円50銭の期末配当

を予定しております。

なお、次期の配当につきましては、当期以上に業績や財務体質の改善が進むと見込まれることから、当期期末配当

より１円増配し、期末配当として１株当たり普通配当３円50銭を予定しております。

 

(４)事業等のリスク 

当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

① ゴルフ市場について

イ．ゴルフという特定分野への依存

当社グループはゴルフ業界を主要ドメインとし、専門性の高いサービス提供を意図するために、あえて事業ポー

トフォリオを集約化しております。このような当社グループにとっては、ゴルフ業界の成長性は、当社グループの

ビジネスの成長と密接な関連性を有しますが、ゴルフ業界においては、ゴルフ場利用者数の減少やゴルフプレーヤ

ーの高齢化が問題視されており、業界全体として若年層や女性ゴルファーの開拓に取り組んでおります。その具体

的なあらわれとして、乗用カートの利用やセルフプレーの増加は進み、ゴルフプレー料金も低下しております。ま

た、当社をはじめとした企業が提供するインターネットを利用したゴルフ場予約の普及等により、ゴルフプレーを

手軽に生涯スポーツとして楽しむ環境も整いつつあります。今後は、ゴルフがオリンピックの正式種目に復活する

ことでゴルフへの注目度が高まることも想定されますが、これら取り組みにもかかわらずゴルフプレー者数が急激

に減少した場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

また、ゴルフプレー料金の低下に加えて、ゴルフ用品の価格競争は長期化しており、業界各社の事業リスクは増

加する傾向があります。ゴルフ業界が今後予測どおりに成長しない場合には、当社グループの経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。
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ロ．天候によるリスク 

ゴルフは屋外スポーツであるため、気候の穏やかな春・秋にゴルフプレー者数は増加し、気候の厳しい夏・冬に

減少する傾向があります。このため、当社グループの四半期ごとの経営成績は、これら季節変動の影響を受ける可

能性があります。また、冬場における予想外の降雪や夏場における台風または落雷等により、ゴルフ場の営業日数

や利用者数が変動し、当社グループのゴルフ用品販売やゴルフ場送客人数等に影響を及ぼす可能性があります。

 

ハ．自然災害等によるリスク

大規模な自然災害等が発生した場合、リテールビジネスにおいては、店舗及び物流センターの設備の損壊、ライ

フラインや交通網の壊滅等により事業活動に支障をきたすリスクが考えられます。また、ゴルフ場ビジネスにおい

ては、被災地域の状況により交通網の寸断、提携ゴルフ場の施設の崩壊等により復旧までに相当の時間を要するこ

とも予想されます。これら、自然災害等に伴う状況が長期化する場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

 

② インターネットビジネスの事業リスクについて

イ．Ｅコマース及びインターネット

当社グループは、インターネット利用環境において「ゴルフ関連の総合ポータルサイト」としてＥコマースによ

るビジネスを展開しております。総務省発表（平成26年７月15日付）のデータによれば、インターネットの利用者

数は10,044万人、人口普及率は８割（82.8％）を超えるまでに浸透しておりますが、こうしたインターネット利用

者に対する快適な利用環境が維持・拡大され、Ｅコマース市場も共に成長していくことが当社グループにとっても

重要となります。しかしながら、何らかの理由により、長期にわたりインターネット接続環境の悪化や利用停止と

なる状況が生じた場合、またはＥコマースをめぐる法的な規制によりＥコマースの優位性が喪失し、Ｅコマースの

市場成長が鈍化した場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ロ．モバイルデバイス及びソーシャルメディア

スマートフォンやタブレット端末の急速な浸透により、モバイルデバイスを通じた情報の取得やＥコマース（モ

バイルコマース）は普及が進んでおります。また、FacebookやTwitterに代表されるソーシャルメディアの急成長

やサービスのクラウド化等、通信・デバイス・コンテンツを含めた環境は構造変化の途上にあります。当社グルー

プでは平成17年２月よりモバイルデバイスでのサービス提供を開始し、その対応を強化するとともにソーシャルメ

ディアを通じたマーケティングを積極的に進めております。しかしながら、モバイルデバイス利用の衰退や当社グ

ループのモバイルサービス、スマートフォンへの対応の遅れ、サービスの不具合等により当社グループのモバイル

サービスが長期間提供不能に陥った場合や、ソーシャルメディア関連の規制等により、マーケティング戦略の見直

しを余儀なくされた場合等は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

ハ．インターネット広告及びデジタルマーケティング

インターネット広告事業はその歴史が比較的浅いこともあって、将来の市場規模を正確に予想することは困難で

あり、当社グループサービスに対する今後の需要も不確定であるといえます。また、広告市場は景気動向の影響を

受けやすいものと考えられることから、市場が拡大したとしても景気が悪化した場合に当社グループの広告事業が

順調に成長しない可能性もあります。

更に、デジタルマーケティングの手法は高度化が進んでおり、インターネット広告の中でも、リターゲティング

広告や行動ターゲティング広告等、その手法は多様化を見せております。そのため、新たな広告商品の開発費用や

これら広告商品の取扱企業との提携にかかる費用負担等が必要な場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。

 

ニ．個人情報保護

当社グループは、ウェブサイト上の各サービスの中で、ＧＤＯクラブ会員情報やクレジットカード情報等の個人

情報を取得しております。当社グループでは、個人情報保護法（個人情報の保護に関する法律）を遵守すべく徹底

した情報管理を継続的に行い、高度なセキュリティ技術の活用、各種社内教育及びガイドラインの充実等、個人情

報保護に関する研究及び対策の徹底を行っております。また、ウェブサイト上の個人情報保護の第三者認証機関で

ある一般社団法人日本プライバシー認証機構より「TRUSTeマーク」を取得しております。

 これらの個人情報については、利用目的を限定した上で業務委託先企業等と共有することがあるため、個人情報

管理体制の強化、理解促進、委託先企業の監督を継続的に行い、かつ内部監査を定期的に実施する等、個人情報の

適切な利用と保護の徹底に努めております。しかしながら、以上のような対策を講じたとしても、当社グループ・

業務委託先企業等の過失等により、個人情報の漏洩等の事象が発生した場合には、損害賠償請求や社会的信用の下

落等によって、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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ホ．システムトラブル 

 当社グループのサービスの多くはインターネット環境下において稼働しているため、コンピューターシステムを

結ぶ通信ネットワークに依存しております。当社グループは基幹システムを堅固なデータセンター内に設置し万全

を期しておりますが、想定外の規模の自然災害や事故等によって通信ネットワークが切断または電力が長期間供給

停止の事態に陥った場合には、当社グループの営業は一時的に不可能となります。また、日々のシステムを管理し

ている会社が倒産や業務継続不能となる他、ハードウエアやソフトウエアの不具合、当社グループへのインターネ

ットアクセスの急激な増加、その他予測不可能な様々な要因によってコンピューターシステムが使用不可能となっ

た場合にも、当社グループは営業を行うことが出来なくなり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。また、ハッカーによる外部侵入等の要因で、システム停止を余儀なくされた場合、または機密情報の漏洩

等が引き起こされた場合には、損害賠償請求や社会的信用の下落等によって、当社グループの経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。

 

へ．知的財産

 当社グループが行う事業の中には、特許権、著作権等の様々な知的財産権が関係しております。必要な知的財産

権が取得できなかった場合や、適切な利用許諾を得られない場合には、技術開発やサービスの提供が困難となる可

能性があります。

 当社グループは本書提出日現在において、第三者より知的財産権に関する侵害訴訟等を提起されたり、またその

ような通知を受けておりません。しかしながら、将来当社グループの事業活動に関連して第三者が知的財産権の侵

害を主張する可能性がないとはいえません。当社グループの属する市場がさらに成長し、ＩＴの進展とあいまっ

て、事業活動が複雑多様化するにつれ、競合も進み、知的財産をめぐる紛争件数が増加する可能性があります。こ

のような場合、当社グループが第三者の知的財産権等を侵害したことによる損害賠償請求や差止請求、またはロイ

ヤリティの支払請求を受けることにより、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 なお、将来当社グループにて重要な知的財産を保有する可能性もあり、その際適切な保護管理策を講じる予定で

ありますが、第三者が当社グループの知的財産権を侵害する可能性を完全に排除することは困難でもあり、当社グ

ループの重要な知的財産権が第三者に不当に侵害された場合には、当社グループの経営成績及び財政状況に影響を

及ぼす可能性があります。 

 

ト．許認可及び法的規制

 当社グループは事業運営に関して主にＥコマース事業における景品表示法をはじめとした多様な法的規制を受け

ております。また、中古販売事業活動の遂行に際して古物商の許認可も受けております。当社グループはこれら関

連法令の遵守に努めており、本書提出日現在において事業運営上に支障をきたす事態は生じておりませんが、違反

その他の事由により改善勧告を受けた場合やこれら許可等が停止や取消となった場合及び法的規制の見直しや新た

な制定等により規制強化が生じた場合には、当社グループの経営成績及び今後の事業展開に影響を及ぼす可能性が

あります。

 

③ 競合 

 当社グループの属するインターネット及びゴルフ市場において、当社グループと競合する企業は多数存在してお

ります。今後も市場の拡大に伴い、新規事業者の参入や既存ゴルフメーカー等のインターネット事業への進出等、

競合状態は一層厳しくなることが予想されます。これら同業他社との価格競争やその他景気動向の影響により、当

社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、急激な円安により生産コストが上昇して商品価格

が高騰した場合、ゴルフクラブ等の仕入価格の上昇が予想されますが、競合下においての消費者への完全な価格転

嫁は困難なものと予想され、その場合にも当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④ 投資に係るリスクについて

 当社グループは、事業戦略に則り、借入金に依拠した設備投資を実行しておりますが、投資対象が期待通りの投

資リターンを生まない場合、借入過多によるバランスシート悪化及び成長の為の再投資資金の枯渇をもたらし、結

果として当社グループの成長力に影響を及ぼす可能性があります。また、固定資産は減損会計対象であることか

ら、投資した資産から減損損失が発生した場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑤ 優秀な人材の確保及び育成について

 当社グループは、引き続き成長を続ける段階にあり、事業戦略の構築と推進、新たなマーケティング施策の構築

等、会社運営を円滑に行う上で貴重な人的資源を適宜確保し、育成していく必要があります。しかしながら、これ

らの人材が社外に大量に流出した場合には、業務運営に支障が生じ、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能

性があります。

 

⑥ 財務・会計にかかるリスク

イ．金利及び流動性・調達リスク

 当社グループの設備投資及び経常運転資金は主として借入金による間接調達に依存しております。将来的に金融

市場において、政府の経済政策や金融政策等の影響により基準金利としている長短金利が上昇することで、金利支

払負担が増大した場合、現在の借入残高においては、当社グループの経営成績や財務状況に影響を及ぼす可能性が

あります。

 また、突発的な内外部環境の変化等により、資金調達ができなかった場合には、事業の継続ができなくなる等、

当社グループの経営成績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

ロ．会計リスク

繰延税金資産は、将来にわたり十分な課税所得を得る前提にて計上を行っておりますが、内部及び外部要因にて

前提とする課税所得の確保が困難と判断された場合、その取り崩しにより当社グループの経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。

また、訴訟等が提起された場合、偶発損失引当の計上により当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性もあ

ります。
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２．企業集団の状況

当社グループは、「ゴルフ」と「インターネット」を主軸に『リテールビジネス』『ゴルフ場ビジネス』及び『メデ

ィアビジネス』の３事業を展開しております。株式会社ゴルフダイジェスト社は、当社議決権株式の21.9％を保有する

その他の関係会社として位置付けられております。株式会社インサイトは、当社の100％子会社で、ソフトウエアの開

発・販売及びシステム保守を行っておりますが、同社の事業規模が拡大して重要性が増したことにより、平成26年12月

期第２四半期から連結対象範囲としております。なお、セグメント情報では「その他」に含まれております。株式会社

ＧＤＯゴルフテックは、平成26年９月１日付で会社分割（平成26年７月24日付当社取締役会において簡易新設分割決

議）により設立された当社の100％子会社であり、当社のゴルフレッスンサービス事業を承継しております。同社はセ

グメント情報においては「リテールビジネス」に含まれております。

 

 

 

［事業系統図］（平成26年12月31日時点）
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３．経営方針

(１)会社の経営の基本方針

当社グループは、「ゴルフで世界をつなぐ」というミッションを掲げ、「グローバル」「イノベーション」という

２つのキーワードの下、飛躍的な成長のための新規事業の創造と実行をスピーディーに行ってまいります。同時に、

国内で築き上げた、情報、サービス、商品を一体的に提供する「ＧＤＯトライシクルモデル」を、海外市場において

も展開していくことを追求し、「世界No.１のゴルフ総合サービス企業」を目指すことで、当社グループの企業価値

を最大化してまいります。

 

(２)目標とする経営指標

当社グループは、事業の成長を表す経営指標として「売上高成長率」「売上高営業利益率」「ＲＯＥ」を掲げてお

ります。

「売上高成長率」：継続的な成長と企業規模の拡大は、当社グループの主要な目標の一つです。

 「売上高営業利益率」：インターネットとゴルフを軸としたビジネス展開を行う上で、収益力向上が当社グループ

の企業価値向上につながるものと考えております。

「ＲＯＥ」：株主資本を使って効率的に収益をあげていくことは経営の責務であると考えております。

また、事業推進のための非財務指標である「ＧＤＯクラブ会員数」、当社ウェブサイトの「総ビジター数」及び

「ユニークビジター数」を主要戦略指標として位置付けております。

 

(３)中長期的な会社の経営戦略

当社グループは「世界No.１のゴルフ総合サービス企業」の実現を目指し、ゴルフ専門サービス企業として再成長

を実現すべく、平成25年度を初年度とする中期経営計画（平成25年12月期から平成27年12月期までの３カ年）を策定

いたしました。当中期経営計画では、「ゴルフ専業徹底・再成長」をキーワードとして、次の３つの基本方針のも

と、事業価値の向上を実現してまいります。

なお、当中期経営計画の最終年度にあたります平成27年12月期の連結業績予想値として、営業利益550百万円～700

百万円としております。これは平成25年５月10日に発表した当中期経営計画の定量目標である営業利益８億円に満た

ない数値ではありますが、サービスレベルの向上、サービスの拡充を図ることで引き続き定量目標達成に向けて努力

してまいります。

 

① ゴルフ専業の徹底

イ．専業ならではの視点でサービスの徹底深掘りを行い、高付加価値を提供することで会員及びユニーク利用者の

拡大を図ります。

ロ．新たなゴルフサービス等を創造しゴルフの活性化を図り、ゴルフ人口の増加を促進します。

ハ．ゴルフに特化した膨大なデータ分析と活用、高度なマーケティング手法の採用により、一人あたり平均ＬＴＶ

（Life Time Value：顧客生涯価値）の最大化を実現します。

 

② 経営資源の選択と集中

イ．成長分野への資源集中、コスト構造の最適化を図り、売上及び利益の高成長を実現します。

ロ．成長著しいモバイルチャネルに経営資源を集中し、既存事業の成長源泉及び新規事業の創造を積極的に推進し

ます。

 

③ 財務基盤の確立

イ．事業の成長・拡大や各種取組みの実行に欠かせない強固な財務基盤を確立します。

ロ．投資効率の最大化、利益成長の徹底追及によるキャッシュ・フローの増大に努め、バランスシートの改善を推

進します。

 

(４)会社の対処すべき課題

当社グループを取り巻く経営環境・市場環境は多様化が進み、同業種・異業種を含めた競争は、さらに激化するも

のと予測されております。このような環境下、当連結会計年度においては、集客力の最大化を図るとともに、経費構

造の改善や経営資源の最適配分等を実現することで収益力の改善に注力した結果、一定の効果が確認されておりま

す。次年度以降も引き続き、安定的かつ持続的な成長の実現を目指して、次の各項目を主な課題として取り組んでま

いります。 
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① 収益力の改善

実行した各種施策が奏功し、当連結会計年度は三期連続となる増収増益を達成しております。次年度におきまし

ては、引き続き収益性の高いビジネスへ経営資源を集中させるとともに、新規事業の検討・開拓等を行うことで、

更なる収益力の改善を進めてまいります。 

 

② 財務体質の改善

事業の成長・拡大や各種取組み等を実行するには、盤石な財務基盤を構築する必要があります。収益力の改善と

ともに投資効率の最大化を図る等キャッシュ・フローの増大に努めることで、ＩＴ基盤の刷新を機に膨らんだ有利

子負債の圧縮を進め、財務体質の改善を図ってまいります。 

 

③ マーケティング戦略の強化

当社グループの事業拡大を進めるためには、マーケティング戦略の強化が不可欠であります。当連結会計年度

は、事業の根幹を成す「ＧＤＯクラブ会員」が253万人（平成26年12月末時点）を超え、会員との関係強化に重点

を置いてまいりました。次年度以降も、引き続き新規会員の獲得を図りながら、既存会員との関係を強化すること

に重点を置いてまいります。また、日々進化するマーケティングソリューションを効果的かつ迅速に展開するため

にも、事業セグメントを超えた横断的な連携の強化に集中してまいります。 

 

④ 各種情報端末への適応

当社グループの提供するサービスを多くのお客様に利用していただくためには、スマートフォンをはじめとした

モバイルデバイス、その他今後の技術革新により登場する各種情報端末に対して、迅速にサービスを適応させるこ

とが重要となります。多様化が進むユーザー動向に素早く対応し、高品質なサービスを提供し続けることで、集客

力の最大化に努めてまいります。

 

⑤ システムの安定稼動

当社グループにとって、ビジネスの基盤であるシステムの安定稼動は今後も重要な課題であります。コンピュー

タウイルスなどの進入、近年高度化・複雑化する情報改ざんや不正侵入などの不正アクセスに対して、適切なセキ

ュリティ対策を講じることで高度な情報システム環境の維持・運用を行ってまいります。 

 

⑥ ステークホルダーとの関係強化 

当社グループは、株主の皆様のみならず、お取引先企業、お客様及び社員との間に生まれる信頼と共栄の関係を

継続させることが、長期的に株主価値の最大化を実現するものと考えております。当連結会計年度には、インター

ネットを通じて株主の皆様と双方向のコミュニケーションを可能とする「ＧＤＯ株主倶楽部」を開設し、株主全体

の20％を超える皆様にご登録いただきました（平成26年12月末時点）。今後も、制度開示における重要事実公開手

順を踏まえたうえで、業績結果、財務内容、将来ビジョンや経営戦略などについて、ステークホルダーに対し迅速

かつ的確に情報発信してまいります。また、ＣＳＲ活動を通じてステークホルダーの信頼と満足を得る企業価値の

向上を図ってまいります。 

 

⑦ 個人情報の保護管理強化

当社グループの事業は、「ＧＤＯクラブ会員」の様々な活動により支えられており、会員の個人情報の保護管理

において大きな責務を負っています。個人情報保護法を遵守すべく定めた、情報セキュリティ基本方針及び個人情

報保護方針に基づき、あらゆる管理体制強化を図ってまいります。当社グループが保有する情報資産をあらゆる脅

威から保護し、適切な安全管理を実現するために構築した、情報セキュリティマネジメントシステムを最大限活か

し、情報資産を安全かつ適正に管理・運用してまいります。 
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

（平成26年12月31日） 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 702,602 

売掛金 1,910,609 

商品 1,885,881 

仕掛品 6,584 

貯蔵品 16,974 

繰延税金資産 207,434 

その他 329,955 

貸倒引当金 △2,439 

流動資産合計 5,057,602 

固定資産  

有形固定資産  

建物 438,742 

リース資産 153,276 

その他 304,818 

減価償却累計額 △611,586 

有形固定資産合計 285,251 

無形固定資産  

のれん 2,612 

ソフトウエア 1,087,840 

その他 178,561 

無形固定資産合計 1,269,014 

投資その他の資産  

投資有価証券 23,625 

長期貸付金 804 

繰延税金資産 14,329 

その他 289,438 

貸倒引当金 △4,055 

投資その他の資産合計 324,143 

固定資産合計 1,878,410 

資産合計 6,936,012 
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  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

（平成26年12月31日） 

負債の部  

流動負債  

買掛金 1,275,310 

短期借入金 2,000,000 

1年内返済予定の長期借入金 332,700 

リース債務 1,615 

未払法人税等 90,357 

賞与引当金 22,000 

ポイント引当金 159,628 

株主優待引当金 8,708 

その他 880,442 

流動負債合計 4,770,762 

固定負債  

リース債務 1,758 

役員退職慰労引当金 40,750 

資産除去債務 9,703 

その他 2,981 

固定負債合計 55,193 

負債合計 4,825,955 

純資産の部  

株主資本  

資本金 833,491 

資本剰余金 800,731 

利益剰余金 691,318 

自己株式 △222,935 

株主資本合計 2,102,605 

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 2,397 

その他の包括利益累計額合計 2,397 

新株予約権 5,054 

純資産合計 2,110,057 

負債純資産合計 6,936,012 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

（自 平成26年１月１日 
  至 平成26年12月31日） 

売上高 16,030,510 

売上原価 9,527,911 

売上総利益 6,502,598 

販売費及び一般管理費 6,058,923 

営業利益 443,675 

営業外収益  

受取利息 165 

受取配当金 7 

仕入割引 4,048 

不動産賃貸料 11,736 

その他 2,788 

営業外収益合計 18,745 

営業外費用  

支払利息 14,006 

違約金 6,480 

その他 4,753 

営業外費用合計 25,239 

経常利益 437,181 

特別利益  

移転補償金 4,300 

その他 229 

特別利益合計 4,529 

特別損失  

固定資産除却損 13,656 

事業整理損 4,934 

その他 1,258 

特別損失合計 19,848 

税金等調整前当期純利益 421,862 

法人税、住民税及び事業税 95,306 

法人税等調整額 146,015 

法人税等合計 241,322 

少数株主損益調整前当期純利益 180,539 

当期純利益 180,539 
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（連結包括利益計算書）

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

（自 平成26年１月１日 
  至 平成26年12月31日） 

少数株主損益調整前当期純利益 180,539 

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 2,349 

繰延ヘッジ損益 △252 

その他の包括利益合計 2,096 

包括利益 182,636 

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 182,636 
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（３）連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

          （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 833,491 794,610 566,029 △234,683 1,959,447 

当期変動額           

当期純利益     180,539   180,539 

自己株式の取得       △15 △15 

自己株式の処分   6,121   11,762 17,883 

新規連結に伴う利益剰
余金減少高     △55,251   △55,251 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － 6,121 125,288 11,747 143,157 

当期末残高 833,491 800,731 691,318 △222,935 2,102,605 

 

            

  その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 48 252 300 5,482 1,965,230 

当期変動額           

当期純利益         180,539 

自己株式の取得         △15 

自己株式の処分         17,883 

新規連結に伴う利益剰
余金減少高         △55,251 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

2,349 △252 2,096 △427 1,669 

当期変動額合計 2,349 △252 2,096 △427 144,826 

当期末残高 2,397 － 2,397 5,054 2,110,057 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

（自 平成26年１月１日 
  至 平成26年12月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 421,862 

減価償却費 617,706 

のれん償却額 10,451 

ポイント引当金の増減額（△は減少） 2,030 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 689 

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,600 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12,251 

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △14 

株主優待引当金の増減額（△は減少） 8,708 

受取利息及び受取配当金 △172 

支払利息 14,006 

無形固定資産除却損 12,218 

事業整理損 4,934 

売上債権の増減額（△は増加） △295,901 

たな卸資産の増減額（△は増加） △171,161 

仕入債務の増減額（△は減少） 84,008 

その他の資産の増減額（△は増加） 5,921 

その他の負債の増減額（△は減少） 351,647 

その他 △2,939 

小計 1,079,846 

利息及び配当金の受取額 172 

利息の支払額 △14,371 

法人税等の支払額 △36,751 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,028,895 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △99,278 

無形固定資産の取得による支出 △298,115 

投資有価証券の取得による支出 △20,350 

敷金の差入による支出 △24,214 

敷金の回収による収入 5,676 

貸付金の回収による収入 936 

その他 690 

投資活動によるキャッシュ・フロー △434,655 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 

長期借入金の返済による支出 △434,100 

リース債務の返済による支出 △36,660 

配当金の支払額 △12 

自己株式の取得による支出 △15 

自己株式の売却による収入 17,671 

財務活動によるキャッシュ・フロー △403,118 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 191,122 

現金及び現金同等物の期首残高 494,464 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 17,016 

現金及び現金同等物の期末残高 702,602 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する事項）

 該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

（連結の範囲の重要な変更）

 平成24年６月に設立した当社100％子会社の株式会社インサイトの重要性が増したため、当連結会計年度より連結子会

社としております。

 また、平成26年９月１日付にて新設分割により設立した当社100％子会社の株式会社ＧＤＯゴルフテックを連結子会社

としております。

 

（連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当連結会計年度 

（自 平成26年１月１日 
  至 平成26年12月31日） 

広告宣伝費 142,779千円

役員報酬 85,800

従業員給与 1,615,643

業務委託費 350,364

賞与引当金繰入額 22,000

退職給付費用 56,075

役員退職慰労引当金繰入額 12,251

販売促進費 1,040,278

システム運用管理費 582,007

減価償却費 609,949 

のれん償却額 10,451

貸倒引当金繰入額 3,837

ポイント引当金繰入額 2,030

株主優待引当金繰入額 8,708
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式        

普通株式 16,547,000 － － 16,547,000

合計 16,547,000 － － 16,547,000

自己株式        

普通株式（注） 1,719,855 47 86,200 1,633,702

合計 1,719,855 47 86,200 1,633,702

（注）普通株式の自己株式数の増加47株は単元未満株式の買取によるものであります。また、普通株式の自己株式数の

減少86,200株は、新株予約権の行使によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

平成16年９月28日開催

定時株主総会決議

（注）１、２

普通株式 50,000 － 50,000 － －

平成17年９月27日開催

定時株主総会決議

（注）１

普通株式 10,000 － － 10,000 －

ストック・オプション

としての新株予約権
－ － － － － 5,054

合計 － 60,000 － 50,000 10,000 5,054

（注）１．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

２．新株予約権の減少は、権利失効によるものであります。

 

３．配当に関する事項

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年３月30日

定時株主総会
普通株式 37,283 利益剰余金 2.50 平成26年12月31日 平成27年３月31日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社グループは、ゴルフ関連事業を中心に事業活動を展開しており、リテールビジネス部門、ゴルフ場ビジネス部

門及びメディアビジネス部門を管理する部署を置き、包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

 従って、当社グループは、「リテールビジネス」及び「ゴルフ場ビジネス」、「メディアビジネス」の３つを報告

セグメントとしております。各セグメントの主要業務は以下のとおりとしております。

セグメント区分 主要業務

リテールビジネス
ゴルフ用品（新品・中古）ネット販売サービス、中古ゴルフ用品買取販売サービ

ス、ゴルフレッスンサービス 等

ゴルフ場ビジネス
ゴルフ場予約サービス、ゴルフ場向けＡＳＰサービス、ゴルフ場向けソフトウエア

の開発・販売 等

メディアビジネス
広告・マーケティングソリューションサービス、ゴルフコンテンツ配信サービス、

モバイルサービス 等

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計処理の原則及

び手続に準拠した方法であります。

 報告セグメントの利益は、売上総利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

              （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

連結財務諸
表計上額
（注）３  

リテール 
ビジネス 

ゴルフ場 
ビジネス 

メディア 
ビジネス 

計 

売上高                

外部顧客への売

上高 
11,035,615 4,107,916 796,388 15,939,920 90,589 16,030,510 － 16,030,510 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － － － － － － － 

計 11,035,615 4,107,916 796,388 15,939,920 90,589 16,030,510 － 16,030,510 

セグメント利益 2,354,840 3,490,916 614,881 6,460,639 41,959 6,502,598 － 6,502,598 

セグメント資産 3,741,986 1,258,762 187,895 5,188,645 65,656 5,254,301 1,681,711 6,936,012 

その他の項目                

減価償却費 194,292 128,787 11,920 335,000 － 335,000 282,706 617,706 

のれんの償却額 － 10,451 － 10,451 － 10,451 － 10,451 

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額 

161,180 150,842 19,885 331,909 － 331,909 74,096 406,006 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソフトウエアの開発・販売等事

業を含んでおります。

２．「調整額」は以下のとおりであります。

セグメント資産、減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の「調整額」の項目は、主に報告セ

グメントに帰属しない管理部門に係るものであります。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の売上総利益と一致しております。

４．セグメント負債については、事業セグメントに配分していないため記載しておりません。
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（１株当たり情報）

 
当連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

１株当たり純資産額 141円15銭

１株当たり当期純利益金額 12円16銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 11円81銭

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 
当連結会計年度

（自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日）

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益金額（千円） 180,539

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 180,539

期中平均株式数（株） 14,841,459

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

当期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 447,489

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

新株予約権２種類（新株予約権

の目的となる株式の数 18,000

株）

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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